
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [105,797円]
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実質公債費比率 [18.0%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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北茨城市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【財政力指数】
　 市税、地方譲与税等の増大により、基準財政収入額は対前年度９．５％の増となっている。これに対し、基準財政需要額はここ数年横ばい状態であ
るため財政力指数は０．６７と上昇しており、類似団体平均を上回っている。今後も退職者不補充等の人件費の削減（平成２２年度までに５６人、△７．
９％）や市税等の徴収率の向上を図り、歳入の確保に努める。

【経常収支比率】
  人件費、公債費は年々減少しているが、扶助費や繰出金等の増大により、前年度　９２．３％から９４．１％に上昇し類似団体平均を上回っている。経
常経費充当一般財源額は、国庫補助金等の削減で前年度に比べ約８７，０００千円の増となっており、歳入における経常一般財源は、臨時財政対策
債や減税補てん債の減少に伴い約９５，０００千円減額となったことが比率上昇の大きな要因である。今後なお一層の経常経費節減を図り比率の低下
に努める。

【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】
  人件費では期末手当、勤勉手当、管理職手当等の一部削減の実施、物件費等では前年度を超えない予算要求の徹底や指定管理者の導入などで
歳出削減を図り、決算額は全国市町村平均、類似団体平均を大きく下回っている。今後も集中改革プラン等を遵守し類似団体平均を上回ることがな
いよう努める。

【ラスパイレス指数】
　大幅な給与構造の見直しを国家公務員に準じて速やかに実施（地域手当支給なし）し、給与の適正化を図ったが類似団体平均を若干上回っている。
市行政改革大綱に基づき、管理職手当、時間外手当の削減を実施するとともに特殊勤務手当の見直しを進め総人件費の抑制に努める。

【人口１人当たり地方債現在高】
　近年大規模事業がなかったため地方債の残高は平成１４年度をピークに年々減少傾向にあり、人口１人当たりの地方債残高は類似団体平均を下回っ

ている。今後も地方債の発行抑制を図り、公債費負担適正化計画を遵守し類似団体平均を上回ることがないように努める。

【実質公債費比率】
　平成１０年度から平成１４年度にかけての環境センター施設整備事業やダイオキシン類排出抑制対策による清掃センター施設整備事業等に係る市債
の償還などで類似団体平均を上回っている。平成１７年度決算で１８．５％となったが平成１８年度には　１８．０％まで低下した。今後も公債費負担適正化

計画に基づき市債発行の抑制を図るとともに減債基金の積立等により平成２０年度決算までに実質公債費比率を１８％未満に低下させる。

【人口１，０００人当たり職員数】
　市行政改革大綱に基づく事務事業、組織の見直し、業務の一部民間委託等を進めてきたことにより、類似団体平均を下回っている。今後も新規採用者
を退職者の７０％以内に抑えつつ、業務分担の流動性を高めるとともに給食センター調理手、学校用務員等のパート化の推進により、平成２２年度まで
に５６人の削減を図る。


